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ネーウィン政権の開発政策と経済実績

1962~74年経済停滞の分析を中心に一一—
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はじめに

本稿はビルマ・ネーウィン (NeWin)政権の1962

年の成立時から74年の民政移管時頃までのいわゆ

る革命評議会政権下のビルマ経済に焦点をあて，

この間の経済改革，開発政策および経済実績など

を取り上げたものである。この時期は「社会主義」

（注 l)経済樹立のスローがンの下に，生産手段の国

有化，農産物供出制度の確立，外国貿易の全面国

家独占化など経済全般にわたってきわめて直要な

経済改革が実施された。ビルマ経済はこれらの諸

改革を通じて実質的にかなりの変容をこうむるこ

とになるが，わけても国家の役割が飛躍的に高め

られた。ネーウィン政権の甚本的な狙いは国家主

導型の計画経済を推進するところにあった。また

開発政策としては，農業部門から余剰生産物を国

家部門へ抽出・移転し，それを蓄積原資として経

済開発を泄める政策をとった。外資依存型ではな

く自力による開発をめざしたのは同政権の開発政

策の大きな特色である。これはネーウィン政権が

民族主義的な性格の強い政権であることと深い関

『アジア経済』 XXVI-6 (1985. 6) 

係があるといえよう。

しかし現実にはビルマ経済はかなり深刻な停滞

に陥った。計画経済は目標どおり進展せず，また

かなりの比重を残している民間部門も衰退した。

低供出価格による余剰農産物の移転はむし

生産を停滞させた。自力開発は米輸出が大きく落

ち込んだこともあって蓄積原資を乏しくさせ投資

の停滞を招来した。このように196(）年代から7(）年

代前半にかけての厳しい経済停滞はこの時期の諸

改革や開発政策と密接に結びついているとみるこ

とができる。本稿は経済改革や開発政策の内容を

明らかにし，それがどのようにして経済停滞と結

びついたかを取り上げる。

（注 1) ビルマの社会主義を強醐するため，社会上

義という用語を「 」付ぎで用いることにする。ビル

・1の「社会主義」が独自なものてあることについて，

佐久間平喜氏の見解がある。氏は次の 4点を指摘して

いる。 (1)イデオロキー上の国際性は稀薄で，国際共産

主義運動との結びつぎをもたない，（2）社会主義は共産

主義へ9耀る過渡的な段階でなく，究極の日標である，

(3)マルクス・レ・～ニン主義の唯物弁証法折学を否定

し，精神の物頓に対する優位性を認める，（4）実質的な

信仰の [l由を保障する。佐久間平喜『ビルマ現代政泊

史』勁位．古房 1984年 68~69ページ参照。

I ネーウィン政権の改革目標

ビルマ国軍のネーウィン将軍は1962年 3月の軍

事クーデターで権力を掌握して以来， ビルマ式
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「社会主義」と称される独自の社会経済体制の構

築に取り組んできた。それはまた独立後も続いて

いた外国人の経済支配を排除し，ビルマ人自身の

経済復権をめざすきわめて民族主義的な色彩の濃

い体制でもあった。 「社会主義」と「民族主義」

はネーウィン政権の改革理念を支える二つの基本

的イデオロギーである。ネーウィン政権の背骨と

なるこうしたイデオロギーの源泉は遠く 19世紀以

降のイギリスによる梢民地支配にまで遡ることが

できる。事実，ビルマが長期間イギリスの植民地

支配を受け，その下で開発がおこなわれたことは

ビルマ経済に典型的な植民地的特徴を刻印するこ

とになった。たとえばその主なものとして植民地

支配者による資源収秤型の経済構造が出来上がっ

ていたこと，「複合社会」 (pluralsociety)ぼ 1)と呼

ばれるように植民地時代になって流入してきたヨ

ーロッパ人，インド人，中国人などとビルマ人と

の間で激しい人種対立がみられたこと， 殷業（米

作）の発達は培しかった（モノカルチャー経済の形

成）が，農民層分解も激しく小作農民の貧窮化と

チェティエ（インドから来緬した世襲的金貸し）など

の非農業者への七地集積が顕背であったこと，等

々を指摘することができよう。

ビルマは1948年 1月独立を達成するが，新興独

立国ビルマの課題は上で指摘したような植民地型

の経済構造から脱却し， 「社会主義」の理念にも

とづく社会経済体制を創出することであった。し

かし独立後の最初のウ・ヌー (UNu)政権ではこ

の課題に対し十分な成果をあげたとは言い難い。

同政権は成立直後から共産党や少数民族の反政府

運動に見舞われ，経済復興どころか治安対策に大

きなエネルギーを割かねばならなかった。また19

50年代の中頃からは与党内の派閥抗争（注2)が激化

し，著しく統治・行政能力を低下させた。ウ・ヌ

48 

ー政権は決して強固な権力基盤をもつ政権ではな

く，このことが戦後再建に見るべき実績をあげえ

なかった一つの大きな要因である。そのため独立

ビルマの課題は結局はネーウィン政権に持ち越さ

れたとみることができる。

1962年の軍事クーデターの背漿にはさまざまな

複雑な諸要因が絡みあっているが，これらについ

てはすでに多くの文献直3)で取り上げられている

ので詳しく述べない。ただ，ここではウ・ヌー政

権下での社会経済改革の惨めな実績がその一つの

直要な動機をなしていたことを指摘しておこう。

このため軍はウ・ヌー政権の支配統治能力にとど

まらず，政党政治，議会制民主主義そのものに対

してまでも根本的な不信感をもっていたといわれ

ている。実際，クーデター直後に革命評議会から

発表された基本綱領たる『ビルマの社会主義への

道』（BurmeseWay to Socialism)（注4)では「わが

国の社会主義的目標はわれわれが経験した議会制

民主主義の形態によってはいささかも実現されな

い」とさえ決めつけた。このような軍の認識は軍

市力を背景にした強力な政権を指向させる一因に

なったと考えられる。

ネーウィン政権の第 1の目標は独立ビルマの課

題すなわち植民地遺制を一掃し，「社会主義」経済

体制を樹立することであった。さきの『ビルマの

社会主義への道』においてその冒頭で「われわれ

の信念」としてこう述べている。「ビルマ連邦革命

委員会は人間が人間を搾取し，これによって暖衣

飽食する邪悪な経済制度が存在する限り，人類は

社会的害悪からまぬがれうるとは信じない。革命

委員会は，人間による人間の搾取が止み，正義に
...... 

基礎をおく社会主義経済が確立されるときに，は

じめてそのことが可能になると信ずる」（傍点は筆

者）と。
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そもそもビルマの 1社会主義］は独立後のビル

マ政府が掲げた一貫した理念であり，また目椋で

あった。ただしそれは成熟した資本主義の後にく

る社会経済体制というよりもビルマにさまざまな

仕会的・経済的諸矛盾をもたらした植民地主義あ

るいは帝国主義に対する批判として をもっ

ていたとみられる。その意味ではビルマの「仕会

は民族主義運動と密接な関係をもっていた

といえよう。このことはネーウィン政権の「社会

も本1酋的に何ら変わるところがなかった。

ところでウ・スー政権下では「社会主義」は単な

るスローガンとして唱えられた面が強かった。 [iil

政権下でもいくつかの主要企業あるいは廂業の川

有化償5)が実施されたものの経済の運菌脱則は実

質 l•^：は自由主義経済を某調とする混合経済体制で

あった。実際，ウ・ヌーをはじめとするl}党の指

導者は「社会主義」は究極の日標であるにしても

それは賓本主義経済に先行されるべきものと考え

てし‘たとし‘われている（注6）。し‘ずれにしてもネー

ウィン政権になって「社会主義」の実現が具体的

な日程にのぼったということができる。

ネーウィン政権のもう一つの重要な目椋はビル

マ人目身が経済実権を握る民族主義的な経済を創

出することであった。これはビルマの民族運動の

延長線上に位骰するものである。このu標は二つ

の方向から追求された。一つは独立後も主として

鉱工業，商業の分野で経済基盤を築いていた外国

人の経済支配を排除し， ビルマ人自身の経済復権

を図ること，もう一つは新植民地主義の浸透を防

ぎ再び外国支配を受けない対外的に自立した経済

を創り上げること，この二つである。

ネーウィン政権になって外国人の経済支配を排

除するという課題はかなり徹底しておこなわれ

た。さきに見たように同政権は「社会主義」経済

ィ、ーウィソ政権の開発仕第た経済＇じ歓

の樹立をめざして生産手段の国布化に着手する

が，このことはもう一つの意義すなわち外国人の

経済貼盤を郵い，彼らの経済支配を一掃するとい

う意義をもっていた。国有化はイギリス人，イン

ド人，華僑などが経済基盤をもつ非牒業部門を中

心におこなわれ，彼らに大きな打撃を与えた。も

ちろん，国有化政策は外資系企業だけを対象とし

たものではないが，この政策のもっとも大きな犠

牲者は外国人であったのである。

この時期インド・パキスタンヘの渡航者数を調

べてみれば， 1964年から66年の 3年間に集中して

いることがわかる()l:7)。すなわちこの 3年間で10

万人を超える者がインド，バキスタンに渡航して

いるが，その大秤II分は国有化政策で打繋を受けた

インド人帰囚者とみてよいであろう。このように

大歓のインド人が帰国しているのは軍事政権のビ

ルマ化（バーマナイゼィシゴン）の影響が小生産者

や労働者にまで及んでいたことを示すものであろ

う。このことは国有化政策を単なる「社会主義」

へのステップとしてだけ捉えるのは一而的である

ことを示唆している。

また新植民地主義を防辿し，自立経済を創出す

るため対外経済政策についてはきわめて閉鎖的な

政策をとってきた。政府間および国際機関からの

借款を大幅に削減するとともに，外国企業の経済

活動，たとえば合弁事業や直接・間接投資などを

ほぼ全面的に禁止した。諸外国との経済交流だけ

ではなく，人的交流や外国文化の流入も制限し

た。ネーウィン政権の外交政策は厳正非同盟中立

路線として知られているが，この時期は鎖国主義

と呼ばれるほどに排外主義的な側面が強く出てい

た。このような政策は当然ながら開発政策として

は自力による開発を指向させることになった。し

かし輸出（なかんずく米輸出）が大きく減少したた
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めに，この政策はむしろ経済状況を悪化させる一

因になった。なおネーウィン政権になって外国貿

易が大幅な落ち込みをみせているが，これは政策

的な縮小というより経済政策の失敗によるところ

が大きい。つまりこの時期の閉鎖的な対外経済政

策は外国貿易よりもより直接的に対外従属関係を

深めると られた外国援助や外資系企業の活動

に向けられたといえよう。

以上みてきたようにネーウィン政権の目標は民

族主義的な色彩の強い「社会主義」経済体制を創

り上げることであった。その目標の実現に向けて

さまざまな諸改革が実施されるが，経済改革とし

ては以下の三つがもっとも重要であったと考えら

れる。

(1) 経済計画を推進するため，非農業部門を中

心に生産手段の国有化を図る。

(2) 地主＝小作関係を解体し，自作農による小

農民経営を確立するとともに国家による農民

の匝接統制（または規制）を強化する。

(3) 国内における外国人の経済支配を排除し，

対外的には自立した経済を創出する。

これらの改革は1960年代以降のビルマの経済発

達に甚大な影響を与えたことは間違いない。以下

の節ではこれらの経済改革の内容を具体的に分析

し，開発政策との結びつき，またどのような問題

点をもっていたかを明らかにしよう。

（注 1) ここては「複合社会」の現象的な一つの特

徴を指摘しておく。 「複合社会」の形成については次

/)）文献が滴切な指摘をおこなっている。大野徹・桐生

稔・斎藤照子『ビルマ そし，＇）社会と価値観』現代アシ’

ア出版会 1975年 126, 127ページ。

（注 2) この派閥杭争は結局1958年にウ・ヌー， タ

キン・ティン率いる附廉派とチコー・ネイン，バー・

スウェ率いる安定派への分裂につながる。これについ

ては次の文献が詳しい。矢野暢『クイ・ビルマ現代政治

史研究』点都大学東南アジア研究七ンター 1968年。

(［l:3) 佐久間 前掲書；大野他 Iiii掲れの他に従

文のものでは次¢)文献かある。 Silverstein, J., 

Burma: Military Rule and the Politics of Stag・ 

nation, イサカ， Cornell University Press, 1977 

年； Steinberg, D. 1., Burma's Road toward De・ 

velopment: Growth and Ideology under Military 

Rule,ホールダー（コロラト）， WestviewPress, 1981 

年。

（注 4) Burma, The Revolutionary Council, 

Burmese Way to Socialism: The Policy Declara-

lion,~f the Revolutionary Council, プソグー／，

Ministry of Information, 1962年。

（注 5) 主な企業として， Burma Railways, 

Irrawaddy Flotilla Company, Zayawadrly Sugar 

Factory, Thayetmyo Cement Works, Dyer Meakin 

Brewery of Mandalayなどがある。また米貿易も国

家独占，':された。 Universityof Rangoon, Economic 

Department, The Economic Develupment,~f 

Burma, ラングーン， 1962年， 49ページ参照。

(It 6) Silverstein,前掲讚， 32ぺ、ジ。

(IL 7) このII・サ期のインドおよびバキスク｀ノヘリ）渡

航者は次のとおりである。

次

0
1
2
3
 

6
6
6
6
 

19191919 

仁
b，＇ 渡術，A /片数（人） ii,,,

12,873 
7,715 
4,168 
417 

次：渡航者数 1人）

9
9
,

＇ 

4
5
6
7
 

6
6
6
6
 

19191919 

44,530 
51.671 
21,596 
1.168 

（出所） The Revolutionary Government of the Union of 
Burma, Statistical Yearbook 1967,ラソグーソ， 40ペー；；；い

II 国有化政策とその問題点

1. 国有化政策

前節で明らかにしたようにネーウィン政権の掲

げた第 1の目標は「社会主義」経済の樹立であっ

た。その指針を与えたのが言うまでもなく『ビル

マの社会主義への道』である。そこでは「社会主

義」経済について次のような基本原則が示され

た。 (1)経済の計画化を図る（第 8項），（2）社会主義

的計画を実施するため，生産手段を国有化する
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（第 9項），（3）所有形態のなかで国家所有が「社会

主義」経済の基礎をなす（第9項），（4）能力ある個

人は「社会主義」建設に参加し，能力に応じて貢

献し，貞献に応じて分配を受ける（第11項），（5）個

人(l)貢献度に応じて生じる所得格差は合理的な範

間内であるかぎり認められる（第12項），などがそ

れである。これらを見るかぎり，そこでは通常の

社会主義の一般原則に近いものが述べられている

だけで，本格的なビルマ式「社会主義」論が展開

されているわけではない，、むしち『ビルマの社会

t義への道』は「社会主義］的改造の実行宜言と

みた力がよいであろう。

軍事政権は『ビルマの社会主義への道』で示さ

れた方針にしたがって，重要産業や主要企業の国

有化，農業改革，外国貿易の全面国家独占化など

の改革を順次実行していく（注 l）。これらの改革は

国が経済の中枢を握り，経済の計画化を図るため

に不可欠な措置であった。わけても国有化された

生廂手段を国営企業に再編成し，国家主漠型の計

両経済を実現することがネーウィン政権の重要な

H標であった。そして「社会主義」的諸改革のな

かで生産手段の国有化がもっとも重要な意義をも

っていたと考えられる。なぜなら「社会主義」経

済の基礎と位置づけられた国家所有を創出するに

は国有化が不可欠であったからである。ただ，生

廂手段の国有化が「社会主義」経済確立のメルク

マールになるのか，あるいは単なる前の社会経済

体制からの離脱を意味している (l)かは明確ではな

いが，それが「社会主義」経済創出の重要なステ

ッ7゚ として強調されているとみてよいであろう。

もちろんすべての産業や企業が国有化の対象と

なったわけではない。次に示すように国有化の対

象にならず民間部門として残された部分も経済全

体のなかでかなりの比重を占めている。たとえば

-fヽ ーウィン政権の開発政領と経済実鎖

農業部門がそうであり，また商工業部門でも国有

化されなかった零細企業ないし小生産者のウエイ

トは決して小さくない。実際，そうした小生産者

までも計両経済に組み込むことはきわめて困難で

あったといえるだろう。しかし国有化されなかっ

た分野でも国家の統制（規制）や介入が粁しく強化

された。国が供出制度などを通じて農民の直接統

制をおこなったのはその例である。いわば「国有

化なき統制」である。つまりネーウィン政権下の

ビルマ経済は明らかに混合経済の一形態である

が，＇ケ・スー政権との比較でいえば， ネーウィン

政権になって経済全般にわたって背しく国家の役

割と比重が増大したといえよう。

この時期の国有化政策をみると二つの特徴があ

る。一つは生産手段の国有化は非農業部門を中心

におこなわれたこと，もう一つは国有化は大・中

規模の企業が中心になっており，小・零細企業の

多くは原則的にはその対象から外されたこと，を

指摘することができる。このことを所打形態別の

生i2鳳t額をもとにして調べてみよう。それを示した

のが第 1表である。国営部門の比重はネーウィン

政権成立直前 (1961/62年）において生産額の約4

分の 1を占めていたが， 1974/75年には 3分の 1

に漸次その比重を高めてきた。部門別にみると国

営部門の比重がかなり上昇した部門として，林業，

鉱業，工業，建設，金融，商業などの諸部門を挙げ

ることができる。これからわかるように国有化の

対象はまずこれらの非農業部門が中心であった。

これに対し 1974/75年では，民間部門の比重が

50富を超えている部門として農業，畜産・漁業，

林業などを挙げることができる。なお，ビルマ経

済に最大の比重を占める農業部門が国有化の対象

からはずされているため， 1982/83年現在におい

て国営部門が生産額に占める割合は38.6f蹂にすぎ

5 I 
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商

ない。 そこで農業部門を除いてその比重をみる

と， 33.5ら (1961/62年）から 45.3伝 (74/75年）へ

増大した。現在(1982/83年）は約半分に達している。

確かに非広業部門ではこの20年間着実に上昇して

きているものの，同部門の生産額の半分強は民間

その比点は決して小部門によって担われており，

さくない。

そのこと（民間部門の比重の高さ）を雁用や

所数について調べてみると 明らかになる（第

2表参照）。たとえば 1976/77年の場合，国営部門

で働く労働者の数は 125万6000人で全就業者数の

l(）応；を占めているにすぎない。盟業部門を除いて

民間部門の雇用吸収率をみると約 7割に及んでい

る。また亨業所の数でみると民間の約 3万力所に

対し，国営部門1472カ所，協同組合 664カ所に過

ぎない（注2)。このことは国有化が生産額の大きい

企業を中心に進められたことを端的に示すもので

あろう。
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12ページ）。

2. 二つの問題点

生産手段の国打化およびそれの国営企業への内

編成はネーウィン政権が推し進めてきた中心的な

改革であった。すなわち経済全般の統制を図り国

営企業を核として計画経済を推進することは「社

会主義」経済樹立をめざす同政権にとってもっと

ぅ2
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も頂要な目標であうに。しかし事が狙いどおりに

進展するかどうかは別の問題である。現実は全く

その逆であった（、第 lに国営企業そのものが業絋

不板，稼働率低下などに終始し，その役割を担う

ことができなかった。第 2に国営部門の優先的発

展政策をとったために，ビルマ経済に大きな比軍

を占める民間部門の停滞をもたらした。

川営企業の業紹不振についてはいくつかの理由

がある。一つは企業経営の問題である。国営企業

の経営は基本的には軍があたるが，経済・経営の

実路経験も知識も乏しい軍人には1l飩調な企業経営

は期待すべくもなかった。つまりかつての企業家

の肩代わりはできなかったといえる。第 2に計画

経済を推進するといっても国有化が怠速に進めら

れたこともあって，行政面での計画遂行能力が伴

わなかった。第 3に資金（外貨も含む）が不足し投

資計画や資本財・原材料の輸入が計両どおり実行

できなかった。こうした事情によって計画経済の

担い手となるべき国営企業の不板が続き，国家主

導型開発政策の重要な障害となった。

国有化政策のもう一つの問題点は民間部門の停

滞を招来したことである。さきに指摘したように

国有化が進められた非農業部門でも民間部門の生

産額や雇用，事業所等に占める割合はまだかなり高

い。『ビルマの社会主義への道』においても，「国

の生産諸力に貢献する私企業は公正かつ正当な制

約の下に認められるであろう」とその存在を容認

している。しかしネーウィン政権はこの時期は民

間企業に対し適切な振興政策をとらなかったのみ

ならず，むしろ抑圧的に動いてきた。たとえば1963

年 2月の「新経済政策」のなかで(1)工業については

今後新たな民間企業の設立を許可しない，（2）将来

は民間企業も国有化される，ことを目標として掲

げている（注3)。この間の開発政策をみても明らか

ネーウィン政権の開発政策｝経済実鎮

にその発展の優先順位は国営企業に置かれてき

た。たとえば輸入された資本財，原材料は専ら国

営企業向けであったし，国営銀行の融資も公的部

門が中心であった。また前述したように外国貿易

は輸出入とも完全な国家独占とされたため，民間

企業は自由に諸外国と取引きできなくなった。ま

た外国企業との合弁事業もほぼ全面的に禁止され

た。こうした政策が民間部門の活力を低下させた

ことは否定できない。この時期の非農業部門の停

滞は民間部門の停滞をその一因とするとみて間違

いないであろう。

このような政策が転換されるのはようやく 1970

年代の後半に入ってからのことである。その一つ

の例として， 「私企業経営権限法」の制定をあげ

ることができる。しかしその内容が不十分なこと

もあり十分な効果をあげていないというのが大方

の見方である。 「社会主義」経済の枠組みのなか

でいかにして民間企業の振興を図るかという困難

な問題にはまだ有効な対策が講じられていないと

いうのが実情であろう。

（注 1) 国有化の進展については下記の文献に詳し

い。大野他前掲書 195~203ページ；佐久問前掲

書 72~79ページ；アジア経済研究所『発展途上国直

接借款推進基礎調査ービルマー報告書』 1983年 41~ 

48ページ。

（注 2) Burma, Ministry of Planning and Fi-

nance, Report to the Pyithu Hluttaw 1977-78, ラ

ソグーン， 87ページ。

（注3) 今川瑛ー『ネ・ウィン軍政下のビルマ』ア

ジア評論社 1971年 95ページ。

m 供出制度の確立と開発

1. 農業改革の方向

非農業部門における経済改革の基本政策が生産

手段の国有化であったのに対し，農業部門では地

53 
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主＝小作関係を解体し自作農を創出することおよ

び牒民の国家統制を強化することに改革の中心が

おかれた。ネーウィン政権は「社会主義」経済の

樹立を第 1/J）H標に掲げながらも農業部門ではよ

り漸進的な改革を追求している。すなわ

段の仕会的｝所有にもとバく悶民の集団経営への再

編成ではなく，自作農の私的小規模農民経営の確

如こ力を注いだ。このような改革の方向は基本的

には1950年代の士地改革の理念を引き継いでいる

といえる。 195(）年代の七地改革は「--I.：地国有化法」

にもと /5いて実施され，その基本的な狙いは不在

地主や大土地所有者から七地を収用し，それを小

作人や農業労働者に再配分するところにあ 9)た。

しかしこの七地再配分計両は内乱の勃発やウ・ヌ

ー政権の権力基盤の弱さからその達成率は目標を

大幅に下回った準 1)。

このように1950年代の土地改革がさしたる成果

をあげぬまま打ち切られたため， ネーウィン政権

が成立したとき， l（）（）万人を超える小作人と約700

万エーカーの小作地が存在するといわれたOl̂2)。

ネーウィン政権はこれら小作農の自作農化および

彼らの経済的救済を第 1のH標に掲げ， 「小作法

（士地貸借法）」（1963年， 65年改正）と「農民権利保

護法」 (1963年）を制定した。 「小作法」において

は，土地の究極の所有者は国家であり，農民は十．

地について使用権のみを有するという某本方針を

明確にし，第 3条で「地主が農地を小作に出す権

利は終了する」と規定した。さらに改正「小作法」

において明確に小作料の取得を禁止し地主制解体

の方向を一層強化した。また「農民権利保護法1

は負債農民が家畜，牒具，農業機械などの生産手

段が押収または差押えられたりするのを防ぐこと

を目的としていた。このようにネーウィン政権の

盟業改革の H標の一つは小作人の自作農化および

ぅ4

その保護であった。

自作農創I"11という政策は第 2次大戦後，多くの

新興独立国が採用した政策であるが，ネーウィン

政権はそれと並んで農民の国家統制を著しく強化

した。あるいは股業の生産・流通の段階に国家介

入(l)度合を持しく飩めたといってよいであろう。

この，点はネーウィン政権の農業改革の大きな特徴

である。第 1表で示したように悶業部門の生産額

(l）99.8似までが民間の生産とされているが，私的

で自由な悶民経営が全面的に認められているわけ

ではない。むしろネーウィン政権になって国家統

制が強化され農民の私的決定の範囲が大幅に狭め

られたといえる。それに伴って農業発展を規定す

る要因として地主＝小作関係よりも次第に国家と

農民の関係がより重要な意義をもつようになった

と拷えられる。

農民の国家統制の方法としてまず第 1に主要生

産物について供出制度か確立されたことをあげね

ばならない。この制度は国の指定する農産物を~-拿

定量農民に供出させ，それを国が定める価格で買

い上げる制度である。国が籾を買いl：げることは

すでにウ・ヌー政権のときからおこなわれてお

り，そのために設立されたのが国家農産物流通庁

(State Agricultural Marketing Board: SAMB)であ

る。しかしこの時期は農民が政府に籾を売り渡す

かどうかは農民の自由裁量に任されていた。これ

に対しネーウィン政権の供出制度は割当量の供出

を農民の義務とし強制力を伴うようになったので

ある。この制度が「義務的（強制的）籾調達」 (com-

pulsory paddy procurement)と呼ばれる所以であ

る。農業国ビルマでは主要農産物を国家の統制下

に置くことは蓄積原資を確保し，国の開発計画を

進めるうえできわめて重要な意義をもっていた。

他方，個々の農民の立場からすれば供出農産物，
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供出価格，供出量が国から一方的に決められるこ

とになり，私的で目由な農民経営は大きく制約さ

れることになった。

国家統制は供出制度にかぎらず， 七地の譲渡や

利Jll，牒業投入物の配給，閃業信用の供与など広

範間に及んだ。たとえば1-：地の売買や相続につい

ては「士地国打化社』の規定が適用され，．七地委

員会の承認が必要とされた。 t地の賃貸（小作）に

`、てけ「小作法 Iで拮止されたのはさきに見た

とおりである、，このように七地の自由な譲渡や利

用が禁止されたことは．＾部の農民に七地が集中・

集積することに対し一定の歯止めになったと

られる。

また農業投人物（具体的には化学肥料農薬，農機

具，農業機械なと）や農業伯用は国の機関ないし制

度をとおさなければその利用は著しく困難にな・ー）

た。たとえば化学肥料や殷薬の場合，生産および

輸入はいずれも国家の独占であるため，それ以外

のルートによる供給はほとんどない。同様に，

機具や農業機械も生産の大部分は国営企業による

ものである。屯要な点はこれらの農業投入物の利

用については国の政策や訃両が優先されており，

農民が自由に購入，使用することは事実上かなり

制限されているということである。また農業信用

についてもその利用は供出制度と組み合わされて

供．l｝されるため，供出義務を果たすことが利用資

格の要件となっているのである。

上でみたようにネーウィン政権は自作農による

小農経営の確立をめざす一方で，個々の牒民に対

しては国家統制を強化する方策をとってきた。農

業部門は民間部門として取り扱われているもの

の，決して自由な農民経営が認められているわけ

ではなく，国のさまざまな規制の下におかれてい

る。したがってさきにも指摘したように国の農業

ネーウィソ政権の開発政策と経済実紙

政策が農業発展に重要な影卿を及ぽすようにな

る。わけても供出制度はこの時期の農業発展を左

右するほどの重要な意義をもった。後に明らかに

するようにこの時期農業部門もかなりの沈滞を経

験するが，それは供Ill制度の運用＝低供出価格政

策によるところが大きい。そこで次に供tli制度の

内容，役割などをみておこうほ3)。

2 籾の供出制度

ネーウィン政権はビルマ経済全般に大きな影響

力をもつ農産物の国家統制を強化し，流通段階で

の国有化と管理化を推し進めた。従来この分野は

インド人や華倫の経済支配が優勢であり，この措

附は彼らに大きな打撃を与えた。政府は SAMB

の機能を掠充し，新たにビルマ連邦殷産物流通庁

(Union of Burma Agricultural Marketing Board: 

UBAMB)を設立し，籾の買付けをはじめ，精米，

倉庫・保管，輸送などの面で民間業者にとってかわ

るべく政府の活動領域を一層拡充した。政府に集

荷され，精米された米は一部は国内の都市労働者

や米の不足地帯に配給され，残りが輸出に向けら

れた。国内向けの配給制度が確立されたことはネ

ーウィン政権の新しい試みである。国内配給は人

民商店（後には協同組合）を通じておこなわれ，ま

た輸出はビルマ輸出入公社(MyanmaExport Import 

Corporation: MEIC)が担当した。

(1) 供出制度と資本蓄積

籾の供出制度は国の開発政策を推進するうえで

重要な意義をもっていた。通常，農業を主体とす

る国の経済開発は余剰農産物を輸出して，その見

返りに資本財や原材料を輸入して工業化を図る政

策がとられる。その意味で余剰農産物は資本蓄積

の原資となる。ビルマにおける最大の余剰農産物

はいうまでもなく米である。したがって余剰生産

物である米をいかに多く農業部門から抽出し，非

55 
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供出価格と輸出価格
(tp．位：チャット）

I供出価格 供出価格 ．．．． 輸出プレミ
次＇（籾） （米）

輸出価格
アム

(lOOb胄り）＊（トン当り） （トンり1り） （トン当り）

1963/641 :122 I 261 I 470 I 209 
1964/651 :i22 I 261 I 484 I 223 
1965/66 :l47 I 282 I 514 I 232 
1966/671 :-151 I 285 I 57:l I 288 
1967/68 :l69 I :mo I 696 
1968/69 369 300 663 累
1969/70 369 I 300 I 411 I 111 
1970/71 369 I :ioo I 400~401 I 100~ 101 
1971/72 381 I :l09 I 432~488 I 12,l~l79 
1972/73 438 I 355 : 
1973/74 600 487 -

（出所） World Bank, Agricultural Development 

and Credit in the Union of 8urma, ワシント

ンD.C., 1974年。

（注） 196:{/64年から69/70年における公定為替レート

はlUSドルにつき4.72~4.78チャットの範囲内で

推移した。

* 100バスケット喝り 0 1ベスケットは20.9kg。

第 3表

年

農業部門に移転するかが資本蓄積に決定的な重要

性をもっていた。籾の供出制度は余剰農産物の部

門間移転という役割を担っていたといえる。

ビルマの場合，余剰農産物が摺栢原資になると

いうのは実際上は財政収入という形態をとる。

ルマの供出制度では財政収入に貢献するのは輸出

l::.. 

である。実際，政府は安い価格で買い上げ，

を国際価格で輸出したからこそその差額を純財政

それ

収入とすることができたのである。それを図示し

たのが第 1図である。図で説明すればその場合の

純財政収入は四辺形 CPd Pe E;＝輸出量(Q,0) X 

｛輸出価格(Pe)一配給価格(P心｝で示すことができ

る。 1963/64年から70/71年までの期間についてみ

米に換算したトン当り供出価ると（第3表参照），

格(Pc)は261チャットから300チャットの範囲にあ

るのに対し，輸出価格 (Pe)は400チャット台から

700チャット近くの価格帯にあり， 平均すれば輸

出価格は国内価格のおよそ 2倍に達していた（チ

ャットの公定為替レートは第 3表（注）を参照）。

米輸出は前述したように国家の独占事業になっ

ぅ6

第 1図
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（出所） 窄者作成。

（注） 国際iii場では，数菌軸は 0を原点とし右方から

九）jへ増加するようにとってある。したがって，輸

出曲線は左上がりに，国際需要曲線は左下がりにな

る。

ており，国際価格と国内価格は連動しない仕組み

になっている。

た。
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したがって米の国際価格が上昇し

てもそれは政府の収人増という形で吸収され，

民の所得増にはつながらない。 もちろん， 1969/

70年～71/72年のように国際価格が低迷してもそ

れが農民に転嫁されたわけではないが， もともと

国際価格よりもかなり低く買い上げていたために

逆ザヤになることは決してなかったのである。そ

してこの財源が工業化の蓄積原資，すなわち工業

化に必要な資本財，原材料の購入に充てられたの

であった。

これに対して国内配給についてはインフレ抑制

や労働者に安い主食を安定的に供給するという福

祉政策的な観点からその価格は低く据え骰かれ

そのため国内配給からは財政収入を確保する

政策はとられなかった。第 1図で説明すれば，

米の配給価格(Pd)は籾の供出価格(Pc)に精米費，

輸送費，倉庫・保管料などの流通コストが上乗せ

されて形成されており， そこにはほとんど政府の
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利洞（財政収入になる）は含まれていない。四辺形

I>，.AB凡は流通費用の総計を表わしている。も

ちろん，主食の価格を低く抑える政策は他面，実

質賃金の上昇を抑え，工業部門の利潤を高める効

果をもっていたとみることができる。

(2) 供出価格と供出量

これまで見てきたことからわかるように，供出

制度で戦略的な位置を占めているのが供出価格と

供出量である。安い供出価格でより多くの余剰農

産物を入手することができれば，より多くの蓄積

原資を確保でき，また物価の抑制にもつながる。

ここに政府が1970年代の中ごろまで一貫して低供

出価格政策を採用してきた理由があると考えられ

る。つまり供出制度はマクロ的に見れば相対的に

農業部門を抑え，非農業部門の発達を促すもので

あったとみることができる。

供出価格の高低を問題とする場合，費用との関

係や自由市場価格との比較などについて検討を加

えておかねばならない。前者についてはラングー

ン大学経済学部および農業公社の調査がある。い

ずれも結論だけを示しておこう（注4)。ラングーン

大学の調査（第4表参照）は 1975/76年の下ビルマ

3竹区の 100戸の農家からのサンプル調査である

が，その調査結果の最も慮要な点は政府の買い上

げ価格 (1バスケット〔＝20.9胡〕当り 9チャット）が

生産費用を上回っているのは 100戸のサンプル農

家のうち58字にすぎないという点である。農業公

社の調査（第5表）でも 1エーカー当り 35~37バ

スケットの平均的な収量をあげている農家は 1.:r.

ーカー当り費用(391.85チャット）をカバーできない

ということを示している。つまり両調査とも現行

の供出価格では生産費用すらカバーできない農家

が相当存在しているという調査結果を出している。

次に供出価格と自由市場価格とを比較してみよ

ネーウィン政権の開発政策と経済実績

第4表 下ビルマにおける 1エーカー当り籾の生産

貸用（ラングーン大学調査， 1975/76年）

（単位：チャット）
“~ ｀ ▲ ～ 

費 用平均1標準偏差
変動係数玉
(9 

→ ` 
―` 

ん）
働 力 180 I 74 I 41 
入物 22 I 12 I 53 
の他 91 I 62 I 68 

----

計 293 I 106 I 36 

高労働力 20s I 75 I 36 
収投入物 31 りウ

駐 その他 95 伍 盆
品

種 合 五I-;4 I 121 1 38 

全労働力 185 75 41 
ロ投入物 24 15 63 
nn その他 93 I 71 76 
種 I-- --てC へ

~J~_ー 計ー1301 113 38 

（出所） World Bank, Runna, Agriculture Sector 

Review,ワシントン D.C., 1977年， 6ページ。

（注） ＊疫動係数＝標準偏差／平均。

第5表 籾の生産費用（農業公社調査， 1切6/77年）

（単位：チャット）

10エーカー当り 1エーカ
ー一、—ー当り

現金自己費用合計費 用

在来品種
労働力 1.096.00l2,378.00l3,474.00I 347.40 
投入物 409.501 I 409.501 40.95 
士地税 35.()()I J 35.ooi 3.50 

^ ^  ^. ’^. " ^. " "....、....”....．．．．．..．-• ●.. ＾ ＂ `’^ ^ ”".. ".. ＂ "””... 

＾ 叶口 Jt ll.540.502,378.00i3,918.50I 391.85 
................. ～ - c 

高 収最品種
労働力 11,268.002,045.003,313.00 331.30 
投入物 712.381 I 712.38! 71.24 
士地税 35.00 35.001 3.50 

→ ← •.............• ←...．”..と”..．．．．．.．．.．..．• • ←. -、-.-.．．．.．．．．．．．-..．.—ー“.....

ロ 計び匹予82,04色叫060.3~06.0~ ノ

（出所） 第4表と同じ (45ページ）。

う。自由市場は農民が供出義務を果たした後に一

応合法的に売ることが認められている市場のこと

である。それを示したのが第 6表である。同表か

ら明らかなように， 1966年以降両者の開きが定着

し，しかも大きな開きがある。ウ・ヌー政権下で

は SAMBの買い上げ価格は民間の精米業者やブ

57 
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第6表

一
欠

酌
鐸

ー出

口
詈
謬
國
函
閤
鼠

釘

｀

（

供出割当表（保有面積10エーカーの場合）

（単位：バスケット）
• ・ゞ ... 

ェーカー喝り収拡 20 I 30 I 40 I 50'60 I 70 

総収最 I

- -—-!-~o !~ I —, 1 ---

1 200 300 400 500 600| 700 
供出割当量 :1:11 1171 199 2821 3651 448 
供出比率(%) 111 :i91 so; 561 601 64 
増加供出屈 841 82: 83! 83! 83 
増加収厭 ! 100 100I'lOO 100, 100 
限界供出比率(%)＇ ， 84! 82i 8:11 83i 8:1 | 

（出所） 第4表と同じ (11ページ）。

第 7表

籾の政府買い上げ価格と自由市場価格

(100バスケット当り）

（単位：チャット）
『(l)政府買い秒）自由市場 凹――

ト^ げ価格 I(:価 格，＿ー (1）-一

322 11 322 1 1.00 

認 I ~認 I 1.0l 
351 l l,400 i i闊
霊 1，醤昇 i：悶
醤〗閤 i：醤
381 1 1,122 2.94 

t醤 i：腐1 芍
900 I 1,881 2.09 

第1表と同じ（各年版）；第 3表と同じ (1974
27ページ）。

合についてみてみよう。それを示したのが第 7表

であるが， この表は作付面積を固定させて単位面

積当り収最が弯化した場合，供出最がどのように

変化するのかを示したものである。たとえば 1エ

ーカー冴り収贔が30バスケットの場合，供出量は

生廂量の39客であるが，

加した場合，供出割当は50客に増加する。つまり

単位面積当り収量が増加し総収量が増加するにつ

れて，供出比率が増加する累進的な構造になって

いることがわかる。

次に増加収量についてはどの程度供出しなけれ

ばならないかをみてみよう。上の例の場合（収量

が30バスケットから40バスケットに増加）、増加収量

は 100バスケットであるが，供出割当表からその

うちの82バスケットを供出しなければならないこ

とになる。

それが4(）バスケットに増

これはかなりの負担を強いているとい

える。厳密に言えばこの場合の実質的な負担とは

自由市場で売れば得られるであろう所得と政府売

したがってこの供出

ローカーのそれとに実質的な差はなかった。 した

り渡し価額との差額である。

割当表が厳格に実行された場合には，農民の増産

意欲を殺ぐ可能性をもっているといえよう。

がって籾の二甫価格が成立するのはネーウィン政

権下の新しい現象といえよう。凶作時はいうまで

もなく，平年作の年でも両者はかなりの格差が見

出されるか，幾度かおこなわれた供出価格の引き

上げも二籠価格の解消にはとても至らなかった

（なお第 1図では自由市場価格は P［で示されている。

低供出価格や二重価格の影響は次節で取り上げること

にする）。

次に供出景についてみよう。個々の農民の供出

負担はどのようなスケジュールにもとづいて割当

てられたのであろうか。供出量は作付面積および

単位面積 (1エーカー）当り収量の双方を勘案して

設定された。たとえば作付面積が10エーカーの場

58 

低供出価格と供出負担の重さはこの時期の農業

生産の停滞を招来する原因になったと考えられ

る。 もちろん，

（注 1)

農業生産の停滞はネーウィン政権

の全般的な農業政策にかかわるものであるが，供

出制度がその重要な役割を演じたとみてほぼ間違

いないであろう。次節ではむすびとして農業生産

の停滞がビルマ経済全般の停滞をもたらしたこと

をみておこう。

政府は1955年までに1000万エーカーの七地

を国有化し，小作人や土地なし農業労働者に再配分す

ることを公約していたが，このプログラムが打ち切られ

た50年代の末で実際に再配分された土地は 150万エー
カーをド回っていた。 Burma,Ministry for Finance 

and Revenue, Economic Survey of Burma 1959, 
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ラングーン， 1959年， 77ページ； Butwell,R., U Nu 

of Burma, スタンフォー・ド， Stanford University 

Press, 1963年， 113ページ。

（注 2) 在ビルマ大使館調壺報告書 外務省アジア

局南束アジア第二課編訳「最近におけるビルマの農業

政策」（委孔J[J査第174り） 1970年 3月 7. 、—ージ。

（注 3) 供出制度に/}いて農家レベ /lて［！月行研究し

たものに次の論文がある。斎藤照子「ヒ 1し9(/）籾供出

制度と農家経済ー一チチュンガレー村の事例―--」（『ア

ジア経済』第20巻第 6号 1979年 6月）。

（注 4) |,hj調査の調鉦結果は世界銀行の恨告書に収

録されて I, るヽ。 WorldBank, Burma: Agrimltural 

Sector Review: Vol. 1, The Main Report,ワシン

トン D.C., 1977年。

IV 経済停滞の一考察

—むすびにかえて一一

最後にこの間 (1962~74年）の経済実績に触れて

おこう（第8表参照）。 これまで明らかにしたよう

にネーウィン政権は国有化政策，農業改革，自立

経済の確立など経済全般にわたる抜本的な改革に

取り組んできた。しかしそれにもかかわらずビル

マ経済はかなり深刻な経済停滞を経験したことは

否定しがたい事実である。特に問題とする時期の

落ち込みは最も厳しいものであった。この間の年

平均経済成長率は 2嵩台で低迷し， 1960年代の中

ごろには前年度比マイナスの成長率を示した年が

3年もあった。凶作による農業生産の不振という

こともあったが，経済改造に伴う混乱の影響が明

らかに出ているといえる。部門別にみてもビルマ

経済の根幹をなす農林業をはじめ，鉱工業部門も

不振をきわめた。外国貿易をみると輸出の過半を

占めていた米輸出が激減し，それに伴って輸入も

大きく落ち込んだ。物不足が加速され，物価騰貴や

密輸品の流入が常態化した。こうした長年にわた

る経済停滞に対する国民の不満が一気に噴き出す

1970年代中ごろの一連の反政府運動はネーウィン

ネーウィン政権の開発政策と経済実績

政権の基盤を危うくするほど激しいものであった。

この間の経済停滞の原因として次のようなもの

が指摘されよう。 (1)計画経済，工業化の推進役と

して期待された国営企業が稚拙な経営，資金不足，

行政機関の未熟な計画遂行能力などによりその役

割を担うことができなかったこと，（2）公的部門

（国営企業協同組合）の優先的発展政策をとった

ために，ビルマ経済に大きな比重を占める民間部

門が停滞したこと，（3）ビルマ経済を牽引してきた

米輸出が大幅に低下したこと，（4）殷業部門から

積原資を十分に確保することができず投資が低迷

したこと（また外資の導入を削減したこともその一因

になった），（5）ビルマ経済全般に大きな波及効果を

もつ農業部門が低供出価格政策などにより停滞し

たこと，（6）自力開発政策は結局は投資と外国貿易

の低下をもたらしたこと，等々の諸原因を指摘す

ることができよう。これらはいずれもこの時期の

経済改革や開発政策と密接に結びついているとみ

ることができる。最初の二つはすでに第1I節で取

り上げたので以下では残りのものについてみてお

、-
- ?。

この時期の経済を分析するために需要，供給側

の要因に分けてみよう。まず前者について。通常

·-•国経済の経済発達を牽引するのは総需要項目の

なかでは輸出または投資である。かつてのビルマ

経済の発達をみると輸出なかんずく米輸出によっ

て牽引されてきたとみることができる（注l）。つま

り典型的な輸出主導型の経済であったのである。

しかしネーウィン政権になって米輸出は大幅に下

落した。この時期の米輸出を概観すればおよそ次

のとおりである（第 2 図参照）。すなわち 196~代

の前半までは100万トン強の水準を維持していたが，

66/67年および67/68年には凶作の影響，籾集荷状

況の悪化から30万％台まで急激に下落した。その

59 
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第8表マク ロ

| 1961/62 I 1962/63 ~ 1963/61 I l 1968/69 I 1969/70 I 1970/71 

財 貨 I| ：． 廂 :17,989 44,310 42,872 46,758 44,404 43,836 48,916 49,679 51,617 55,088 
典 業 20,280 24,193 23,869 26，切l 24,064 21,623 25,916 26,465 27,128 20,962 
］こ 棠 8,182 8,868 8,002 9, 335 9,358 9,493 9,963 10,167 10,714 11,069 

サ ビ ス 17,131 19,139 17,796 19,4:34 20,703 19,151 19,124 21,255 22,947 23,404 
商 呼f' 22,856 24,606 22,047 24,871 22,043 21,063 23,959 24,094 25,193 :25,389 
純生産額(GDP) 77,976 88,056 82,715 91,06:l 87,150 8:3,550 91,999 95,028 99,7fi7 10:1,881 
前年入比成長率（％）） 12.9 -6. l 10.1 -4. 3 -4. 1 10.1 3.:3 5.0 .1. l 
翰頷(C.l.F I:L097 12,376 12,065 14,214 8,477 7,888 6,904 7,834 8,968 7,899 
輸出額(F.O.B) 12,751 1 2,3(）2 10,865 9,959 8,441 5,70:l 4,196 4,850 5,354 6,499 

（閏凍譴§疫入額
78,322 88,1:lO 8:3,915 95,318 87,186 85,735 94,707 98,012 lW,371 105,281 

消額 69,471 79,365 74,838 79,691 81,700 77,622 80,713 85,679 90,259 93,081 
投額 8,060 7,659 8,738 8,548 9,124 9,845 10,149 10,984 11,531 10,192 
在 動 ()791 (I)l,106 (l)339 (1)7,079 (-)6, 638, I ()1, 7:12 (1-)3,845 (I)1,:349 (I)1,581 (1)2,008 
外投国貿易比：祁（％）） 3 3. 1 28.0 27.7 26.5 19.4 16.3 12.1 13.:l 14.4 13.9 

資率（％ 10. 3 I 8.7 10.6 9. 4 10.5 11.8 11.0 11.6 11.6 9.8 

（出所） 第1表と同じ（各年版）。

第2図 米の政府鉗荷贔（供出凧）と輸出贔
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（出所） Socialist Republic of the Union of Burma, Statistical Yearbook,ラングーン， 1967年版

273ページと1975年版， 175ページ； WorldBank, Burma: Country Economic Memorandum, ワ

シントン D.C., 1977年， 98ページ。

後1切0年代の初頭にかけて 70万トン近くまで戻す

が， 72~73年の大凶作時には再び激減し20万トン(1)

水準を割った。つまり同政権の成立時の 5分の 1

ないし 6分の 1にまで落ち込んだわけである。こ

の時期を底として米輸出は漸く回復に向かうが，

現在なお1960年代初頭の水準に回復していない。

米輸出がこのように大きく落ち込んだ直接の原

因は政府の籾集荷量（供出量）が大幅に低下したた

めである（第 2図参照）。それではなぜ籾の集荷量

が減少したのであろうか。その原因として次のよ

うなものが指摘できよう。 (1)米の主要生産地帯で

ある下ビルマ・デルタ地帯で政府の籾集荷作業が

60 
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ネーウィン政権の間兒政策と経済実舶

経済指擦 (1969/70年不変価格）
（単位： 10万チャット）
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同地域で活発な反政府活動を続けていた共産党な

どによって妨害されたこと，（2）供出制度の確立に

伴って米の流通過程が国有化されたが，そのこと

は既存の流通機構を破壊させ集荷効率を悪化させ

たこと，（3）人口増加率を下回る長期的な生産停滞

が続き，また 2度にわたる深刻な凶作に見舞われ

たこと，（4）供出価格は常に自由市場価格を大きく

下回っており，このことが農民に政府へ供出する

よりも自由市場で販売する誘因を与えてきたこと，

(5)供出代金は1960年代の一時期，現金でなく国営

企業の製品と交換される一種の商品引換券で交付

されたこと（注2)，等々を指摘することができよう。

しかもこの時期米の国内配給も実施するように

なるが，そのために集荷した米をすべて輸出に回

すことができなくなった。むしろネーウィン政権

は輸出よりも内需の充足に優先度を与えたとみる

ことができる（注3)。つまり銀荷量減少は輸出にし

わ寄せされたといえよう。しかしネーウィン政権

は米輸出の璽要性を軽視していたとは考えられな

い。さきに指摘したように米輸出の低下の原因は

明らかに集荷量の減少であって，政策的に輸出を

減らしたわけではない。つまりこの時期の輸出の

停滞はあくまで「意図せざる」落ち込みである。

米輸出の低下は国民所得に占める輸出の重要性

を粋しく低下させた。たとえば輸出比率（輸出額I

GDP)は1961/62年の 16.31:.tから74/75年には4.6

似へ大きく減少した。輸出の大輻低下はこの時期

の経済停滞の主因の一つである。

この時期の経済停滞の需要側のもう一つの要因

は投資の停滞である。第IlI節で述べたように供出

制度は資本蓄積に重要な役割をもっていたが，籾

が政府の計画どおりに集荷されず十分な蓄積原資

を確保することはできなかった。米輸出が国家収

入に大きく貢献していたのはウ・ヌー政権時を分

析してみればよくわかる。たとえば SAMBの国

庫への納付金は歳入の約 4割前後を占めており，

貴重な復興財源となっていた（注4)。これに対しネ

ーウィン政権になると前述のように米輸出は激減

し，財政収入を減らす大きな要因になった。蓄積

原資を十分に確保できなかったことが政府主導型

の開発政策を頓挫させた一つの原因である。

第2に第 1節で指摘したように自力開発をめざ

して公的・私的の外資の導入を厳しく制限した

が，このことは結局投資の停滞を招くことになっ

6I 
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た。この政策は197(）年代(})後半に人）て緩和され

政府開発援助や国際機関からの借入れ0)道が開か

れた直5)。それに伴って政府投資か大きく伸び，

投資率はかなりの上昇がみられる(i16)。1970年代

の後半ビルマ経済は噺く 1IIl復のきざしがみられる

が，それはこの投賓の増加に上るところが大きい。

次に供給側の要因としてビルマ経済に大きな影

惣をもつ農業生所，特に米生廂についてみておこ

う。農業部門は生産雁用，財政収人、輸出など

の部而で最大の比重を占めビルマ経済の根幹をな

している。農業か直接，間接にビルマ経済に占め

る比屯はきわめて大きし、とい;!)ねばならない。し

かし生廂実絨をみると 1970年代の中ごろまではか

なり深刻な停滞をみせている。 たとえば 1963/64

年から73/74年にかけての実酋年平均成長率は2.4

叡にすぎなかった。ビルマ経済に大きな比璽を占

める悶業部門がこのように停滞したことは経済全

休の低下を 1)たらしたとみるごとができる。この

間のGDPの平均成長率も 2.7似と農業部門のそ

れとほぼ等しかった。憔界銀行はこの間の農業停

滞の原因として，（1）供出価格が安く

済的誘因が乏しかったこと，（2）農業部門への投資

（特に士地開発，研究・普及市業など）の遅れ，農業

投入物の非効率的な配給体制，等々の要因を指摘

している虚7)。

前述のように股業部門は停滞的であったが，そ

れは全作付面積の半分強を占める米生産の停滞に

よるところが大きい。たとえば1964/65年から74/

75年までの米の作付面積の推移をみると，・・ドビル

マの主要生産地帯であるイラワジ，ベグー，ラン

グーンの 3悴区では全体で約15万ェ"-hーの作付

減が生じている。それにモン小卜1，アラカンJ廿およ

びテナセリウム管区を加え下ビルマ全体でみると

約25万エーカーの作付減がみられる。これは1964

62 

/65年叫：付面積(/)2.7富のド落に相当する。以I・急

は政府の統甜iL8)によるが，世銀の報告苫ではド

ビルマの作付減はさらに大きく約43万エーカーに

るとしているけ「9)゚ し、ずれにしても下ビルマ

の主要米作地帯で作付減が生じたことは明らかに

米生産の経済的誘因が乏しかったことを示すも(/)

である。

次に米の生産最についてみると， ビルマ全体で

440万＇シ (1961/62~63/64年の平均生産砧）から500万

1, (1973/74~75/76年の平均生産鼠）へとこの間15応・I・

程度増加したにすぎない。年平均増加率に換算す

ると，それは1.2因で人ll増加率2.2らを大幅にF

回）ていた。生産増加率を上回る人口増加率によ

ってもたらされる国内粛要増は結局は輸出に向け

ていた米を充当することによって満たされたと考

えられる。

来生産の停滞は輸出の低下や財政収入の減少を

もたらし，この時期の経済停滞の根源的な原因に

なったと考えられる。

最後に自力開発に触れておこう，J すでに明らか

にしたようにネーウィン政権は新植民地主義の浸

透を防渇し，また諸外国の政治的・経済的影郷カ

を排除するためきわめて閉鎖的な政策をとってき

た。それは結肋，自力による開発政策を採用する

ことを意味した。自力開発といってもすべての資

本財や原材料を自国生産し，調達することをめざ

したわけではない。ビルマの工業化の基本方針は

あくまでビルマで産する資源の加工工業の育成で

あぺ，資本財や多くの原材料は輸入に依存しな

ければならなかった。つまり厳密に解釈すればH

カ凋発とは先進国から輸入するこれらの財の輸人

代金を自国の輸出品で稼ぎ出すという意味であ

る。ここに外国貿易を意図的に縮小させることの

できない理由があったと考えられる。
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第9表輸人lll'構成の推移

（）札位： 10Jjチャット）

| 
! 1961 ~62 ! 1974~75 ! 1979~80 

貸本財 2,706(25. 9) I 2,961 (29. 2) 111,764 (59.o) 
建戊臼材 1,237(l 1. 8) 91 1 (！）．0) 2,736 (9. 1) 
機械 971 (9. 8) I l,424 (14.0) Ill,594 Ci8.5) 
運搬機器 ：！61 (3.6) 41 1 (4.0) 2,772 (9.2) 
その他 ］17 (Ul)I 217 (2.l)I 662 (2.2) 

Iiil 且オ 4,471 (42. 8) 5,703(56. l) 9,998 (33. 2) 
lJ;［ ＋才湘I・,:l,558(14.lll 4,086(40.2) 7,228(24.0) 
燃料9 1 212(20) 536(5. 3) 2 (-） 
消具・部品 701(6.7)11,081(10.6)12,768 (9.2) 

iil 費 財 :l,259(:ll.2)11,456(11.:l)I 2,254 (7.5) 
ii~t久tl1費財 19:l (4.7): 171 (1.7)] 504 (1.7) 
貸品 1,029(9.9)1 28,1 (2.8)1 80:1 (2.7) 
繊 維 l,167(U.2) 628 (6.2)] 159 (0.5) 
I辰虻品 380(3.6) 315 (3. 1) 539 (l.8) 
その他 190(1.8) 59 (0.6)1 249 (0.8) 

その他 I :l6 (0.4)1 105 (O.,l) 
""""""""""""""""" 

2 fl- ;;I・ 10,4:l6(100.0)'10, 158(100 0)130, 121(100.0) 

（出所） 第］表と同じ (1977/78年版 124ページ；

1980/81年版 160ページ）。

（注） かっこ内は構成比（％）をぶす。

しかし先述したようにこのような開発政策は輸

出の大宗である米輸出が大きく落ち込んだため，

むしろ経済停滞を助長する要因になった。また外

資の導人を大幅に制限したことは輸出の低下と重

なってビルマの外貨事情を極度に悪化させ，その

ことは結局，輸入の大幅削減を余儀なくさせた

（第9表参照）。輸入削減の対象となったのはまず

消費財であるが，資本財や原材料の輸入削減も避

けることはできなかった。そのため民間企業はい

うまでもなく国営企業でも資本財，原材料，部品

が調達できず操業度は大幅に低下し，また新規設

備の導入や 1日設備の廃棄•更新が進まず生産性低

ドをもたらした。

以上指摘してきた諸原因はいずれも相互関連が

ある。最後にその点をみて締めくくりとしよう。

この時期の開発政策の基本は農業部門から蓄積原

資を抽出し，それでもって経済開発を推し進める

ことであったと考えられる。そこで直要な役割を

ネーウィノ政権J)開発政策と経済史鉛

演じるのは供出制度であった。低価格で農産物を

買い上げ，それを国際価格で輸出することによっ

て蓄積原資を確保しようとした。しかし低供出価

格政策は二つの間題を引き起こした。一つ

生産の停滞を招来したこと，もう一つは籾の集荷

蔽（供出1i)の低下をもたらしたこと，この二つを

指摘できよう。これらはいずれも米輸出を大きく

減らす原因になった。輸出の減少は輸人の減少を

もたらした。消貨財輸入の削減は物不足に拍車を

かけ，国民生活を圧迫した。資本財，原材料の輸

入削減は国営企業停滞の一因になった。また輸出

の減少は H力による間発を困難にした。 1960年代

から7(）年代中ごろにかけての深刻な経済停滞は，

およそ上述のような事情によっ

ことができよう。

じたと捉える

（注 1) 拙稿「ビルマの経済発達，し米翰出」 （庄業

研究所『東南アジア J)桁業・エネルギー r/)動向と課

題』 1984年）。
(・It 2) 大野他 Iiii掲書 252ページ J.)注(9)を参照。

（沈 3) 1人ヽ Iiり米の梢費最 (Ul氾だ晶一輸出銑〕／

人 11) なみると，ネ-•ウィン政権にな）て前政権時よ

りも大輻なĴ：外が認められる。

（け 4) ，ク・ヌー政権下の米輸出，財政への＇岱仕等

につ＼、ては次の文献が詳しし ‘0 Levin, J. V., The 

Export Economies: The Pattern of De℃elopment 

in llistorical Perspective, ケンプリッジ（マサチュ

ーセッ‘.）)， HarvardUniversity Press, 1960年，第

5紅。

（江 5) 1976年11月に東京て第 1~,]「ピルマ援助囚

会蔽」が開催され，以降ODAや国際機関からの借入

iしが急増するようになった。

(il:6) 政府（公共）投府に占める外国の援助につ

いては下記の報告古をみよ。アジア経済研究所「年次

経済報竹内 ビルマ紺」 1980, 1981年版。

('l.L 7) World Bank, Uurma: Develojm1ent 

Pcrfi,rmance and Policies, ワシントソ D.C., 1979 

年， 6ぺ -̀ジo

(/.L 8) The Socialist Republic of the Union of 

Burma, Agricultural Statistics 1973-74, 1974-75 

and 1975-76,ラングーン， 1976年， 64ページ。
（注 9) World Bank, Burma:,L¥_ppraisal of the 

Lo初 erBurma Paddyland Development Project, 

ワシントソ D.C., 1976年， Annex1, Table 1。

（広島大学総合科学部講帥）
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